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研究成果の概要（和文）：　日本の裁判所は、条約の国内的効力や直接適用可能性を判断しないまま、環境条約に照ら
してその違法性を判断する傾向がある。条約が国家に与える裁量の大きさから違法と判断された事例はない。環境条約
を根拠の一つとした自然破壊行為の差止請求や原告適格を正当化する「自然享有権」について裁判所は認めていない。
環境条約の私人間適用に裁判所は消極的だが、国内法の解釈において条約の趣旨や規定を反映させる間接適用の手法が
、環境条約においても同様に採用されうる。環境条約が援用される例は限られ，現時点では環境条約が裁判所の判断と
実務に与える影響以上に、環境条約の援用が提起する国内法の限界や課題を検討することに意義がある。

研究成果の概要（英文）： Japanese courts tend to deliver their judgment on legality of an act by public 
authority through applying environmental agreements (EAs) without judging about their effect under 
domestic legal system nor the possibility of their direct application. No judgment has found such act a 
violation of EAs. Japanese courts have never recognized the right to the enjoyment of nature, which would 
be a part of justification for the right to seek injunction for nature protection. While Japanese courts 
are quite reluctant to apply EAs to a dispute among private persons, they suggest applying EAs 
indirectly, i.e. applying the effect and provisions of EAs in interpreting existing national law.
 The number of cases that have applied EAs is still limited. It is significant to consider limits and 
challenges of relevant national legislations rathen than to evaluate precisely impacts of judgments in 
which EAs are invoked/applied.

研究分野： 国際法、環境法、国際環境法
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１．研究開始当初の背景 
	 国際環境法は、1990 年代後半以降、多国
間環境条約の実施と有効性の問題にその関
心を置くようになり、環境条約の国内実施と
遵守を国別に評価した研究（例えば、Weiss 
and Jacobsen eds., Engaging Countries: 
Strengthening Compliance with 
International Environmental Accords, 
2000）や、多国間環境条約の遵守制度に関す
る研究が進展した（例えば、高村「国際環境
条約の遵守に対する国際コントロール」『一
橋論叢』119 巻 1 号（1998 年））。環境条約
の日本での担保法とその実施に関する研究
も一定程度進んできた（例えば、西井編著『地
球環境条約』（2005 年））。これらの先行研究
の多くが国内裁判所の役割をその検討対象
としてこなかった。インドなどいくつかの国
では IEL の効果的実施に国内裁判所が少な
からぬ役割を演じてきた（Anderson and 
Galizzi eds, International Environmental 
Law in National Courts, 2002）し、日本で
も国内裁判所が国際人権法を適用しより効
果的な人権の保護に一定の役割を演じてき
た（小畑「国際人権規約 ‐ 日本国憲法体系
の下での人権条約の適用」ジュリスト 1321 
号（2006 年））。国内裁判所における IEL の
適用に関しては、1990 年代末の米国国際法
学会 IEL グループによる 12 カ国を対象に
した国別研究の成果がある（前掲 Anderson 
and Galizzi）ものの、日本の国内裁判所を対
象とした類似の研究はない。研究分担者の小
畑のもとで、2002 年以降の日本の裁判所の
国際法関連の判決例のデータベース作成作
業を積み重ねている（『国際法外交雑誌』に
毎年掲載）が、IEL の適用に関する体系的分
析にまでは至っていない。 
 
２．研究の目的 
	 本研究は、日本の裁判所における国際環境
法（IEL）の適用の実態と特質を実証的に解
明し、そして、IEL の効果的実施において国
内裁判所がいかなる役割を演じてきたか、
IEL の適用に障害があるとすれば、その障害
がいかなるものか、障害を解消するためにい
かなる法制度・政策が必要かを明らかにする
ことを目的とする。そのことにより、日本の
裁判所における IEL の一層の活用とより効
果的な履行を促進するための情報基盤を構
築することをめざす。そのために、主要国の 
国内裁判所における IEL の適用との比較、
日本の裁判所における人権法の適用との比
較を行い、さらには、適用が問題となった特
定の IEL について国際裁判や条約機関など
による解釈との適合性の検討を行うことに
より、日本の裁判所における IEL 適用の特
質を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
	 まず、これまで日本の国内裁判所において
IEL が適用/紛争当事者によって援用された

事案を網羅的に収集する。並行して、他国の
裁判所における IEL の適用に関する文献調
査と日本の裁判所による国際人権法の適用
判決例の分析を行う。これらの作業を通じて
同定された国内裁判所における IEL の適用/
援用例分析のための基準に照らして、事例の
詳細な分析を行う。 
	 その上で、①他国の国内裁判所における適
用との比較と②日本の裁判所による国際人
権法の適用判決例との比較を行う。そして、
得られた知見をふまえて、（i）日本の裁判所
における IEL の適用に特有の課題、（ii）日
本の裁判所における国際法の適用に共通す
る課題、（iii）IEL の効果的実施に演じうる
国内裁判所の役割を明らかにする。 
 
４．研究成果 
（1）国際環境法の国内的効力と直接適用 
	 国際環境法に限らず、国家が同意を与えた
国際法（慣習国際法および条約）に、国内法
秩序においていかなる効力を認めるかにつ
いては、各国の国内法、特に憲法の定めると
ころによる。 
	 日本は、国際社会の大多数の国と同様、国
の憲法が一般に国際法の国内的効力を認め、
国内法への変形を必要としない一般的受容
方式をとっている。日本国憲法 98条 2項は、
「日本国が締結した条約及び確立された国
際法規は、これを誠実に遵守することを必要
とする」と定める。また、国内判例も、一般
論としては、条約も慣習法も特段の立法措置
を講ずることなく当然に国内的効力を認め
られるという立場をとっている（例えば、
1993 年のシベリア抑留捕虜補償請求事件東
京高裁判決（東高判平 5・3・5））。そして、
日本の国内法秩序において、国際法は、憲法
より下位であるが、法律より上位の効力が認
められていると解されている。 
	 しかし、一般にこうした国内的効力が国際
法に認められるからといって、その国が同意
した国際法のすべてが特別の国内的措置を
とることなく国内裁判所などで直接に適用
されるとは限らない。どの条約のどの規定が
「自動執行的」であるかの判断は、各国の裁
量によるとされ、一般に、国内法上の問題を
規定し、内容が明確で国の裁量の余地がない
ことなどを条件とする国が少なくない。日本
も、先のシベリア抑留捕虜補償請求事件東京
高裁判決は、規定内容が明確でなければなら
ず、特に、「国家に一定の作為義務を課した
り、国費の支出を伴うような場合あるいはす
でに国内で同種の制度が存在しているとき
には、右制度との整合性等をも十分に考慮し
なければならず、したがって、内容がより明
確かつ明瞭になっていることが必要となる」
とした。そして、特に不文法たる慣習国際法
の場合には、「直接個々の国民の権利・利益
を規律する場合においても、…権利の発生、
存続及び消滅等に関する実体的要件や権利
の行使等についての手続要件、更には国内に



おける既存の各種の制度との整合性等細部
にわたり詳密に規定されていない場合」、そ
の国内適用は認められないとした。 
 
（2）日本の国内裁判所における国際環境法
の適用 
①環境条約の直接適用可能性の判断 
	 国内裁判所による環境条約の適用は環境
条約の国内実施の重要な局面の一つである。
これまで、とりわけ自然の保全をめぐる訴訟
で、原告側が国や地方自治体の行為の違法性
を主張する際に、国内法と共に生物多様性条
約などの環境条約を援用してきた。裁判所は、
環境条約の直接適用可能性について直接言
及せず、または、詳細な検討はしないまま、
国内法に依拠せず、環境条約の規定に直接基
づいてその行為の違法性を判断し、一般的に
は環境条約の直接適用を認める判決例が見
られる。福岡市による和白干潟の埋立をめぐ
る損害賠償請求、公金支出差止請求訴訟（福
岡地判平 10・3・31）では、ラムサール条約、
渡り鳥条約に照らして、国土交通大臣が行っ
た圏央道八王子ジャンクションの建設事業
の事業認定の取消を求めた事件（東京地判平
17・5・31）では、生物多様性条約に照らし
て、その違法性が判断された。ただし、和白
干潟の埋立をめぐる損害賠償請求、公金支出
差止請求訴訟では、ラムサール条約について
は福岡市が埋立事業の実施について湿地及
び水鳥の保全に一応の留意をしているとい
う理由で、渡り鳥条約は適切な措置をとる努
力義務規定しか置いていないので条約違反
を論じることはできないとした（福岡地判平
10・3・31）。また、前述の圏央道八王子ジャ
ンクションの建設事業認定の取消を求めた
事件では、生物多様性条約 8条（a）、（c）、（d）、
（e）及び（i）は、生物の多様性を維持する
ため、一定の制度を設けることや生態系の保
護等を促進すること、所要の条件整備のため
に努力することを締約国に対して求めるも
ので、具体的な施策を執ることを義務付けて
いるものと解釈する余地はないとして、事業
認定が生物多様性条約に違反する旨の原告
らの主張を認めなかった。したがって、環境
条約の国内的効力や直接適用可能性の判断
よりは、環境条約がその実施において国家に
与えている裁量の大きさが、日本の裁判所の
判断に影響している。 
 
②「自然享有権」の根拠としての国際環境法 
	 自然破壊行為に対する差止請求、行政処分
に対する原告適格、行政手続への参加の権利
等の根拠となるような「自然享有権」の主張
の根拠づけに環境条約を原告が援用する事
例もある。裁判所は、アマミノクロウサギ裁
判で、生物多様性条約などの条約を引用しな
がら、人間の自然に対する保護義務も、一般
的抽象的責務としては法的規範となってい
るが、生物多様性条約などの環境条約を根拠
にはそのような自然享有権は未整備な段階

で、未だ政策目標ないし抽象的権利の段階に
とどまっているとして原告の主張を認めな
かった（鹿児島地判平 13・1・22）。その他
の自然の権利訴訟もほぼ同様の立場をとっ
ている（例えば諫早湾干拓事業差止請求事件
判決（長崎地判平 17・3・15））。 
 
③環境条約に照らした国内法の厳格な解釈 
	 海洋への建設土砂の投棄不許可について、
海洋汚染防止法の下での投棄の要件をロン
ドン条約 1996 年議定書の陸上処分の原則に
照らして厳格に解釈した事案もある（東京地
判平成 23・12・16）。 
 
④環境条約の私人間効力と間接適用 
	 国際環境法は、専ら国家間の権利義務を定
めるものがほとんどである。条約上の義務に
拘束され、あるいは当該条約を誠実に履行す
べき義務を負うのは条約を締結した国家で
あるとして、私人間に環境条約を適用するこ
とに裁判所は消極的である。例えば、名古屋
港管理組合によるシャチの購入費用の支出
差止を求めた事件で、特別地方公共団体であ
る名古屋港管理組合から委託を受けた財団
法人名古屋港水族館が、管理組合との協定に
基づきシャチの捕獲を委託し、入手する行為
が生物多様性条約違反であるとの原告の主
張に対して、裁判所は、一私人たる財団の行
為について生物多様性条約違反が直接問題
とされる余地はないとした（名古屋地判平
15・3・7）。ワシントン条約違反との原告の
主張についても同様の判断がなされた。ただ
し、この事件において、裁判所は、生物多様
性条約について「締結された条約の趣旨が公
序良俗の内容に反映されることはあり得る」
とも判じている（名古屋地判平 15・3・7）。
人種差別撤廃条約を援用した損害賠償請求
事件において、「個人に対する不法行為に基
く（判決文ママ）損害賠償請求の場合には、
…条約の実体規定が不法行為の要件の解釈
基準として作用する」と判じた例（静岡地判
浜松支部平 11・10・12）など近年の判決例
に見られる私人間に適用する国内法の解釈
において人権条約の趣旨や規定を反映させ
る間接適用の手法が、環境条約においても同
様に採用されうる可能性があることを示し
ている。 
	  
⑤北見道路訴訟：環境条約の機能 
	 北見道路訴訟札幌地裁平成 25年 9月 19日
判決は、生物多様性条約が関連する国内法の
解釈指針として機能するものと言えるし、国
が何らの保全措置もとらず希少生物の生息
地を破壊する等当該条約 8条の趣旨を著しく
没却するような行為が行われた場合等には、
裁量権の範囲を逸脱し、違法と評価される可
能性があると判じた。 
 
⑥裁判所における環境条約の援用・適用を検
討することの意義 



	 国内裁判所において環境条約が援用され
る事件は限られ、環境条約が裁判所の判断を
左右するような判決例は少ない。他方で、本
来完全担保主義で問題なく条約を国内法化
しており、国際条約を援用する必要はないは
ずであるにもかかわらず、原告があえて環境
条約を援用していることの意味を考えるべ
きかもしれない。裁判所において原告は、生
物多様性条約などの自然保護関連の条約を
援用し、より生物多様性条約を保全し，配慮
した行政の決定を求めている。また、原告適
格がより広く，一般的に認められるための根
拠の一つとして環境条約を援用している。現
時点では，環境条約が現実に裁判所の判断と
実務に与える影響以上に、裁判所における環
境条約の援用が提起する既存の国内環境法
の限界や課題を考えることに意義があるか
もしれない。 
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